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研究成果の概要（和文）：小学校英語活動のための、特性を生かした教員養成のためのカリキュ

ラムの設計を目指すことを目的とした。具体的には、1)  ICT 活用による基礎英語力を養成、

2) デジタル教材の作製と活用、3) サポート活動の実施、4) コア人材養成カリキュラムの構築、

を行った。さらに、今後小学校で教科として「英語」が導入された際、発達段階に応じた心理

学的側面、国語などの他教科との関連も考慮に入れた統合的カリキュラム開発を行った。 
 
研究成果の概要（英文）：The purpose of this research project is to create an ideal teacher 
training curriculum based on the requirements for elementary school English activities. 
Specifically, we hope to 1) cultivate basic English skills through ICT training; 2) create and 
utilize digital materials; 3) implement support activities; and 4) construct a curriculum for 
core teacher training. We are also attempting to develop an integrated curriculum in 
relation to other subjects, considering the psychological aspects of students' developmental 
stages in order to prepare them for the time at which "English" is introduced as a subject in 
elementary school. 
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１．研究開始当初の背景 
研究の学術的背景 

中央教育審議会は 2006 年 3 月 27 日の第
14 回外国語専門部会において、小学校におけ
る外国語（英語）活動の教育課程上の位置づ
けとして「必修化」を求める報告をまとめた。
中学校との円滑な接続を図るという観点か
ら、小学校高学年で年間 35 単位時間（平均

週 1 回）程度の共通の教育内容を設定するこ
とが検討された。また、2008 年 3 月 28 日に
公表された新学習指導要領案では、小学校 5，
6 年生における外国語(英語)活動の年間 35 時
間の必修化が設定されており、そこでは、「指
導計画の作成や授業の実施については、学級
担任の教師又は外国語活動を担当する教師
が行うこと」というように学級担任による指
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導が基本事項として示されている。また、教
育職員免許法施行規則の改正により、「教職
実践演習」が導入されるとともに、教育実習
の円滑な実施及び教職指導が大学の努力義
務として規定されており、外国語（英語）活
動の指導においても高度な教育実践力を身
につけた教員を養成することは教育大学の
責務である。 

学級担任が主体となって、英語活動を進め
るにあたり、教員の指導力向上と授業の補助
のために、ALT、地域人材等の人的補助だけ
でなく、ICT の活用は重要な課題である。実
際、文部科学省は、教材のダウンロードがで
きるホームページを開設し、英語ノートの内
容に基づいた電子黒板を開発している。授業
における ICT の活用例として、大阪府河内長
野市立天野・高向小学校（研究発表会資料、
2007）では、パワーポイント教材によるクイ
ズやゲームの活動やデジタルビデオの再生
機能を用いた劇の練習などを行っている。ま
た、福岡県大牟田市では、全市の小学校をイ
ントラネットで結び、教室のパソコンから市
の教育委員会が開発したデジタルコンテン
ツにすぐにアクセスできるような設定がさ
れている（全国小学校英語活動実践研究大
会・公開授業指導案集、2008）。授業におい
て、デジタルコンテンツを活用して児童が発
音練習をしたり、テレビ会議による２校間交
流を行ったりしている。また教員専用のコン
テンツで、授業案や活動事例が閲覧でき、教
員の指導力向上にも役立っている。上記の実
践から、小学校英語活動において ICT の活用
は大きな役割を果たすと考えられるが、今後
の課題として教材開発や教員の研修が重要
である（柳、2006）。 

教員養成カリキュラムの小学校英語関連
科目において、ICT やマルチメディア教材の
活用方法を扱っている例も報告されている
が（泉、2007;カレイラ松崎、2007）、その数
は少なく、小学校外国語（英語）活動におい
て ICT が活用できる教員を育成することは
急務の課題である。 

大阪教育大学では、平成 17 年 9 月より英
語教育を専攻とする大学院生を中心に、大阪
府池田市の北豊島小学校における英語活動
を支援することにより、公立小学校での英語
活動の問題点の検討を行い、さらに英語教育
講座と附属池田小学校連携による ICT を取
り入れた「小学校 English 事業」を平成 19
年 9 月より着手している。 
これらの取組を通じて、小学校外国語(英語)
活動において以下のような課題が見出され
た。 
１）英語指導の専門教育を受けた教員が英語
活動を担当していない。 
２）英語活動のカリキュラムガイドラインが
ない。 

３）教授法の確立や教材開発等が遅れている。 
４）学級担任の ICT を活用した英語指導技術
が不十分である。 
 
これらの現状をふまえ、大学側の課題として
以下の点が明らかとなった。 
５）小学校外国語（英語）活動で用いられる
教室英語を習得する実用的な英語関連科目
がない。 
６）小学校外国語（英語）活動の実践的な指
導技術を習得するための科目がほとんどな
い。 
７）上記のための効果的な教材開発が遅れて
いる。 
 
２．研究の目的 
本研究では、上記の課題を解決するために、
小学校英語教員養成のためのカリキュラム
を構築する。具体的には、 
１）ICT 活用による基礎英語力の養成 上記
「小学校外国語（英語）活動で用いられる教
室英語を習得する実用的な英語関連科目が
ない」に関わり、教室英語を負荷なく使用で
きるような基礎英語力の養成を行う。 
対象者：小学校教員養成課程の学生（北海道
教育大学、東京学芸大学、愛知教育大学、     
京都教育大学、奈良教育大学、大阪教育大学） 
２）デジタル教材の作成と活用 上記「教授
法の確立や教材開発等が遅れている」、「効果
的な教材開発が遅れている」に関して、学生
の基礎英語力向上と指導力向上に役立てる
ため、専門家チームにより文部科学省作成の
「英語ノート」に対応したデジタルコンテン
ツの開発を行うとともに、学生の模擬授業を
ビデオ教材化して、授業とサポート活動にお
いて活用する。 
対象者：英語専攻小学校コースの学生（東京
学芸大学、愛知教育大学、大阪教育大学） 
３）サポート活動の実施 上記「小学校外国
語（英語）活動の実践的な指導技術を習得す
るための科目がほとんどない。」に対応する
ための実践の場を提供するために、サポート
活動の実施を行う。また、イで作成した教材
を活用し、その有効性を検証する。 
４）コア人材養成カリキュラムの構築 上記
内容をカリキュラムに組み込むことで、カリ
キュラム等の不備に対応でき、将来の小学校
外国語（英語）活動において、指導的立場に
立てる人材（コア人材）を養成するためのカ
リキュラムを構築し実践する。 
対象者：英語専攻小学校コースの学生（大阪
教育大学） 
 
３．研究の方法 
１）ICT 活用による基礎英語力の養成 
新学習指導用要領に示されているように、
「小学校段階では、音声を柔軟に受け止める



 

 

のに適していることなどから、音声を中心と
した英語のコミュニケーション活動」が重視
される。そこでは、小学校外国語指導のため
の音声を中心とした学習(発音、物語の読み
方、教室で使用する外国語等)において、多
量の反復練習が必要となる。ICT による場
所・時間を問わない教育環境を整える。具体
的には、iPod 及び Podcast を有効利用する。
iPod は発売直後から、教育分野、とりわけ英
語教育における学習機器としての可能性が
注目されてきた。その iPod に小学校外国語
(英語)指導のための音声を中心とした教材
をインストールし、リスニング学習に活用す
る。Podcast は近年注目され、利用が広がり
つつある新しいインターネット放送の一種
である。低コスト、自動継続配信、及び音声
と動画に加えて PDFも配信できるといった特
徴を生かして、外国語学習教材の配信ができ
る。「英語ノート」にある表現・アクティビ
ティー、教室英語の使用法などをビデオ録画
したものを Podcast として配信し、参加大学
の共有使用により、PC 並びに、iPod 上で学
習させる。 
２）デジタル教材の作成と活用 
デジタル開発専門家グループ（大学教員、企
業研究員、大学院生など）により、文部科学
省作成の「英語ノート」に対応したデジタル
コンテンツの教材開発を行う。完成した教材
は、Web 配信により参加大学が共有利用する
ことで教育効果を高めるとともに、モニター
してもらい改善につなげる。さらに、サポー
ト活動における授業や英語教授法における
模擬授業をモニターして自己評価する ICTシ
ステムを構築し、学生の指導力向上を図る。
具体的には、複数台（5台）の可動式ビデオ
カメラを用意し、教室に運び込み授業の様子
をビデオ撮りして編集し教材の一つとして
扱う。学生が実際の授業をモニターし、それ
をもとに討議し検討していくことは、自己評
価と相互評価を同時に行うことを可能とす
るので高い教育効果を期待できる。 
３）サポート活動の実施 
サポート活動は、各大学の附属校及び近隣の
公立小学校に、学生を担任のサポート役とし
て派遣するものである。この学生によるサポ
ートは、単なる補助ではなく、指導上役割を
持ったもので学生にとって非常に実践的な
ものとなる。また、新学習指導要領(案)の外
国語活動において、「指導内容や活動につい
ては、児童の興味・関心にあったものとし、
国語科、音楽科、図画工作科などの他教科等
で児童が学習したことを活用するなどの工
夫により、指導の効果を高めるようにするこ
と。」とあるように、サポート活動内容は、
外国語活動時間枠にとらわれず、全教科(国
語・社会・理科・算数・体育・音楽・家庭科)
との連携をとりながら外国語を使って担任

をサポートする。本活動において、１．で身
につけた基礎英語力の実践の場とするとと
もに、２.のデジタル教材を活用し、その効
果を検証する。 
４）コア人材養成カリキュラムの構築 
上記３つの項目を有機的に連携させ、実践力
を養い、小学校教員養成課程の学生に実施す
ることで、小学校英語教育の実践的な指導力
量を備えた小学校教員を育成する。コア人材
に必要な高度なスキルを養成するため、将来
各大学のモデルとなるような、コア人材養成
カリキュラムを構築し、大阪教育大学におい
て以下の講義を試行的に設定し、実施する。
試行後、その他の参加大学と意見交換をし、
改善することで基準となる「コア人材養成カ
リキュラムの構築」の完成を目指す。 
① 小学校英語教育論：この講義では、人間
が自然に獲得する言語（第一言語:Ｌ1）と意
識的に学習し獲得される言語（第二言語:Ｌ
2）の過程などの違いに注目し、とくに日本
におけるＬ2がどういったものかを検証して
いく。そして児童がどのような過程を経て第
二言語である英語を学ぶかを考える。上記に
加え、早期英語教育の目的とあり方、日本と
諸外国の英語教育の現状や今後の課題など
について論じる。 
② 小学校英語教育教材論：この講義では、
児童の言語活動のための教材論として、文科
省作成の教材（英語ノートなど）、補助教材
（絵本など）、CD,DVD などの視聴覚教材、
Media/Internet（電子黒板など）を活用した
教材と教育機器の活用について研究する。本
講義では、作成したデジタル教材の活用も行
う。 
③ 小学校英語教育教授法：この講義では、
年間カリキュラムの立案、レッスンプランの
作成、言語・文化について体験的に理解を深
めるための指導法などについて論じる。また、
小学校英語教材論で取り上げた教材を効果
的に、かつ児童の学習発達に合わせた指導が
行えるための教授法を研究する。また、「ICT
による基礎英語力」と「サポート活動」を有
機的に連携させるとともに、「デジタル教材
の作成と活用」を通して、学生の指導技術を
向上させる。 
④ 小学校英語教育評価法：この講義では、
小学校英語教育教材法・教授法で扱った内容
の有効性を吟味するとともに、カリキュラム
の評価・改善方法について論じる。この中に
は指導改善を図るための教師としての学生
自身の評価も含まれており、２.で作成した
教材を活用する。 
 
４．研究成果 
１) 基礎英語力の養成」に関しては、市販の
ICT 教材 ATRCALL の TOEIC 問題を、ポートフ
ォリオを活用しながら６ヶ月間訓練した。そ



 

 

の結果、TOEIC の得点の有意な伸長がみられ
た。またポートフォリオの内容・インタビュ
ーから、自律学習者への移行がみられた。 
２）「デジタル教材の作成と活用」について
は、これまでに作成した Podcast 教材を、サ
ポート活動や小学校英語教育教授法の授業
に連動した形での利用し、効果を検証した。
iPod及びPodcast用教材をワーキングのメン
バーのもと完成させ、学生に対しての配信を
開始した。この内容については、個別に利用
学生に対しアンケート調査を行い、その後の
教材の改善につなげるようにした。 
３）「サポート活動」については、３年生が
附属小学校で、２ヶ月間、授業・教材作成サ
ポート活動を行った。このサポート活動につ
いては、学生からその成果について報告を受
け、その評価とともに、活動の改善に結びつ
けた。３、 
４）「コア人材養成カリキュラムの構築」に
ついては、4 つの講義について、実施大学の
英語教育講座のもとで行い効果を検証した。 
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